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１．自家用電気工作物の保安規制 

電気事業法（以下「法」という。）は、電気工作物の工事、維持及び運用を規制することによって、

公共の安全の確保及び環境の保全を図ることを目的として、自家用電気工作物を設置する者に対して、

自主的な保安体制を確立させるために以下のような義務を課しています。また、自主保安体制を確立さ

せる一方で、国が工事計画の審査、安全管理審査、事故報告等の徴収、立入検査、技術基準適合命令等

の自主保安の補完及び直接監督を行っています。 

 

（１）経済産業省令で定める技術基準※に適合するよう維持する義務 

（２）保安規程を定め、届け出ること。また、設置者及びその従業員はこれを遵守する義務 

(３）電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の監督をさせるため、主任技術者を選任し、届け 

出る義務  

（４）電気工作物を設置するものは、省令で定めるところにより自主検査（使用前、使用前自己確認、

溶接、定期）を行い、その検査結果を記録する義務 

 

※技術基準については、法第３９条の規定により、自家用電気工作物の設置者に対して、その 

自家用電気工作物を技術基準に適合するよう維持することが義務づけられており、主な省令としては 

次の基準が定められています。 

 

①電気設備に関する技術基準 

②発電用火力設備に関する技術基準 

③発電用風力設備に関する技術基準 

④発電用水力設備に関する技術基準 

 

 

【自家用電気工作物に対する保安規制体系】 

 

使用前自主検査(法第51条)

技術基準適合維持義務(法第39条)
自主保安体制

自 家 用
電気工作物

保安規程の作成・届出・遵守(法第42条)

主任技術者の選任・届出(法第43条)

使用前安全管理審査(法第51条)
自主保安の補完

定期安全管理審査(法第55条)

改善命令(法第40、42、44、48条)
国の直接監督

工事計画の届出(法第48条)

使用前自己確認の届出(法第51条の2)

自家用電気工作物の使用開始の届出(法第53条）

報告の徴収(法第106条)

立入検査(法第107条)

使用前自己確認(法第51条の2)

溶接事業者検査(法第52条)

定期事業者検査(法第55条)
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２．保安規程 

（１）保安規程の作成 

法第４２条第１項の規定により、自家用電気工作物の設置者は、電気工作物の工事、維持及び運用

に関する保安を確保するため、保安を一体的に確保することが必要な自家用電気工作物の組織ごとに

保安規程を定め、遵守するとともに当該組織における事業用電気工作物の使用の開始前に産業保安監

督部長に届け出なければなりません。保安規程に定めるべき事項は、以下のとおり電気事業法施行規

則（以下「規則」という。）第５０条第３項第１号～第９号に規定されています。 

なお、自主的に管理することを前提として、巡視点検の内容及び頻度、運転又は操作に関する方法

等は保安規程の下部細則として別にマニュアル化することもできます。また、単線結線図は図書類と

して別に管理することもできます。 

 

① 事業用電気工作物の工事、維持又は運用に関する業務を管理する者の職務及び組織

に関すること。 

② 事業用電気工作物の工事、維持又は運用に従事する者に対する保安教育に関するこ

と。 

③ 事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安のための巡視、点検及び検査

に関すること。 

④ 事業用電気工作物の運転又は操作に関すること。 

⑤ 発電所の運転を相当期間停止する場合における保全の方法に関すること。（※１） 

⑥ 災害その他非常の場合に採るべき措置に関すること。 

⑦ 事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安についての記録に関するこ

と。 

⑧ 事業用電気工作物の法定事業者検査又は使用前自己確認に係る実施体制及び記録の

保存に関すること。（※２） 

⑨ その他事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安に関し必要な事項 

 

※１⑤は常用発電設備を設置する事業場 

※２⑧は法第５１条（使用前安全管理検査）、５１条の２（使用前自己確認）、５２条（溶接事業者検

査）、５５条（定期安全管理検査）で規定する法定事業者検査等を実施する事業場に限る。 
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【記載例３】 

様式第４６（第５５条関係）  

主任技術者選任又は解任届出書 

 

  年  月  日 

中国四国産業保安監督部長 殿 

 

住 所 

 

氏 名 

印 

 

 

次のとおり主任技術者の選任又は解任をしたので、電気事業法第４３条第３項の規定により届け出ます。 

主任技術者を選任又は解任した事業場の 

名称及び所在地 
 

選

任

し

た

主

任

技

術

者 

氏 名 及 び 生 年 月 日  

住 所  

主 任 技 術 者 免 状 の 

種 類 及 び 番 号 
 

主任技術者が主任技術者の 

職務以外の職務を行ってい 

る時は、その職務の内容 

 

主任技術者の監督に係る 

電 気 工 作 物 の 概 要 

 

選 任 年 月 日  

解
任
し
た
主
任
技
術
者 

氏 名 及 び 生 年 月 日  

住 所  

主 任 技 術 者 免 状 の 

種 類 及 び 番 号 
 

解 任 年 月 日  

〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○－○ 

○○○株式会社 

代表取締役  ○○ ○○ 

（需要設備の場合） 

○○○株式会社○○工場 

〒   －   ○○県○○市○○町○－○ 

（移動用電気工作物の場合） 

○○建設株式会社○○営業所が統括する工事現場（香川県一円） 

〒   －   ○○県○○市○○町○－○（営業所の住所） 

 

 

○○ ○○   ○○年○○月○○日 

 

○○県○○市○○町○－○ 

 

第○種 第○○－○○○○○号 

 

 

工務課長 

設備容量   KVA,最大電力    ｋW 

受電電圧   V 

 

○○年○○月○○日 

○○ ○○   昭和○○年○○月○○日 

 

○○県○○市○○町○－○ 

第○種 第○○－○○○○○号 

 

 

○○年○○月○○日 

最大電力は、契約電力

を記入する。 

発電所、非常用予備発

電設備がある場合に

は、出力及び電圧を記

入する。 

共通 
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【記載例６】 

兼務承諾書 

                                          ○年○月○日 

○○株式会社 

代表取締役 ○○○○ 殿 

 

△△株式会社 

代表取締役 △△△△ 印 

 

   当社の社員である □□□□ を、下記により貴社 ××××工場 の電気主任技術者として兼務することを承諾します。 

記 

 

貴社の電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安を確保するため、電気主任技術者として保安規程に基づき□□□□は 

執務すること。 

 

【記載例７】※契約書に以下の事項が明記されていない場合は覚書等により明確にしてください。 

 

自家用電気工作物の保安に関する覚書 

 

 ○○（事業場名）の自家用電気工作物の保安管理に関し、平成○年○月○日付けで締結した委託契約（以下、原契約という。）におい

て、○○株式会社（以下、甲という。）及び□□株式会社（以下、乙という。）は自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関して次の

事項を約するものとする。 

 

１． 甲は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用の保安を確保するに当たり、 

電気主任技術者として選任する者（乙の従業員）の意見を尊重すること。 

２． 自家用電気工作物の工事、維持及び運用に従事する者は、電気主任技術者と 

して選任する者（乙の従業員）がその保安のためにする指示に従うこと。 

３． 電気主任技術者として選任する者（乙の従業員）は、自家用電気工作物の工事、 

維持及び運用に関する保安の監督の職務を誠実に行うこと。 

４． 乙は、原契約及び本覚書に基づき、甲の自家用電気工作物が電気事業法第３９条 

第１項で規定される技術基準に適合するよう維持する。また、技術基準に適合し 

ない場合には、技術基準に適合するよう当該電気工作物を修理し、又は使用の制 

限あるいは停止の措置を行うものとする。この場合、乙は速やかに甲に報告するも 

のとする。 

                                          ○年○月○日 

 

                                             甲        ○○県△△市□□町大字小字 

                                                    ○○株式会社 

                                                    代表取締役  経済 太朗 印 

 

                                             乙        △△県□□市○○町１２３番地４ 

                            □□株式会社 

                                                    社 長  電力 三郎 印 

主任技術者の責任及

び甲乙の遵守事項の

明記 

（通達「主任技術者制

度の解釈及び運用（内

規）」の１．（１）①イ

ロハ） 

技術基準維持義務の明記 

（通達「主任技術者制度

の解釈及び運用（内規）」

の１．（２）） 

みなし設置者は１～４の事項、派遣労働者又は

設備管理会社の職員を選任する場合は１～３の

事項について締結すること 
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【記載例８】 

様式第４５（第５４条関係） 

主任技術者選任許可申請書 

 

  年  月  日 

 

 

中国四国産業保安監督部長 殿 

 

 

住 所 

 

氏 名 

印 

 

 

電気事業法第４３条第２項の規定により次のとおり主任技術者の選任の許可を受けたいので申請します。 

 

主任技術者を選任する事業場の 

名 称 及 び 所 在 地  

 

選 任 す る 

主任技術者 

氏 名 及 び 生 年 月 日  

 

住 所 

 

主 任 技 術 者 の 監 督 に 係 る  

電 気 工 作 物 の 概 要 

 

〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○－○ 

○○○株式会社 

代表取締役  ○○ ○○ 

（需要設備の場合） 

○○○株式会社○○工場 

〒   －   ○○県○○市○○町○－○ 

（移動用電気工作物の場合） 

○○建設株式会社○○営業所が統括する工事現場（香川県一円） 

〒   －   ○○県○○市○○町○－○（営業所の住所） 

 

 

○○ ○○   ○○年○○月○○日 

 

 

○○県○○市○○町○－○ 

 

設備容量    KVA 

最大電力     ｋW 

受電電圧    V 

最大電力は、契約電力を記入する。 

発電所、非常用予備発電設備がある場

合には、出力及び電圧を記入する。 
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【記載例９】 

 

選任を必要とする理由書 

 

【例１：需要設備、太陽電池発電所】 

当事業場は受電（連系）電圧○Ｖ、最大電力（出力）○ｋＷの製造工場（太陽電池発電所）です。このような事業規模である

ため、電気主任技術者免状を有する者の採用が困難で、やむなく○○に電気工作物の工事、維持及び運用の監督を行わせざるを

得ない事情にあります。とくに主任技術者の職務遂行にあたっては、保安規程を遵守し電気設備の保安の確保に留意します。 

 

【例２：移動用電気工作物】 

当社（○○営業所）は○○一円（○○県）で一般土木工事を行っており、工事現場において必要の都度、リース業者より工事用

発電設備を借用し使用しています。また、工事現場で使用する発電設備及び需要設備は５００ｋＷ未満です。このような規模の小

さな事業場であり、工事期間も比較的短期間であることから、電気主任技術者免状を有する者の採用が困難で、やむなく○○に電

気工作物の工事、維持及び運用の監督を行わせざるを得ない事情にあります。とくに主任技術者の職務遂行にあたっては、保安規

程を遵守し電気設備の保安の確保に留意します。 

 

【記載例１０】 

 

選任しようとする者の電気工作物の工事、維持及び運用の保安に関する 

知識及び技能に関する説明書 

 

【例１ 需要設備の場合】 

    ○○ ○○は、○○株式会社○○工場において、平成○年○月まで受電電力○○ｋＷの需要設備について、主任技術者の指導 

を受けて現場従業員として電気工作物の運転・操作及び巡視・点検などの業務を行った。 

    平成○年第１種電気工事士試験に合格（第○○号）し、○○株式会社○○工場において平成○年○月～平成○年○月まで○○ 

ｋＷの需要設備の設置工事を現場責任者として行い、引き続き同設備の保安業務を担当している。 

 

  【例２ 移動用電気工作物の場合】 

    今回選任しようとしている○○ ○○は、下記の経歴のとおり、当社に平成○年○月に入社し、建設工事現場において工事用 

発電設備の設置・運転・操作及び巡視・点検等の指導・監督を行っています。 

    また、本人は○○の資格を有しております。（「○○証」の写しを添付） 

期 間 経歴名称 内 容 

○年○月 最終学歴 ○○大学○○工学科卒業 

○年○月 

～○年○月 

○○マンション建設工事 ○○配属となり、建設工事現場における現場作業員

として、工事用発電設備の設置、運転、操作及び巡

視・点検を行った。 

○年○月 

～○年○月 

○○工場建設工事 ○○配属となり、建設工事現場における現場作業員

として、工事用発電設備の設置、運転、操作及び巡

視・点検を行った。 

○年○月 資格取得 ○○試験に合格する。 

現在までの現場件数：○○件 
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【記載例１１】 

様式第４４（第５３条の２関係） 

主任技術者兼任承認申請書 

  年  月  日 

中国四国産業保安監督部長 殿 

 

住 所 

氏 名 

印 

電気事業法施行規則第５２条第４項ただし書きの規定により次のとおり主任技術者の兼任の承認

を受けたいので申請します。 

兼任させようと  

する主任技術者  

氏名及び生年月日  

住 所  

主任技術者免状の 

種 類 及 び 番 号 

 

選任しようとする事業所の 

名 称 及 び 所 在 地  

 

既に選任されて  

い る 事 業 場 

名称及び所在地  

 

選任された期日  

 

選任されている事業場

が複数ある場合はすべ

て記入する。 

〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○－○ 

○○○株式会社 

代表取締役  ○○ ○○ 

○○ ○○   ○○年○○月○○日 

 

〒   －   

 ○○県○○市○○町○－○ 

 

第○種 第○○－○○○○号 

 

 

○○○株式会社○○工場 

〒   －  

 ○○県○○市○○町○－○ 

 

○○○株式会社○○工場 

〒   －    

○○県○○市○○町○－○ 

 

 

 

 

○○年○○月○○日 
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【記載例１２】 

 

兼任を必要とする理由書 

 

【例１ 兼任する事業場の設置者が同一の場合】 

 

当事業場は受電電圧○Ｖ、最大電力○ｋＷで○○を主製品とした製造工場です。このような事業規

模であるため、電気主任技術者免状を有する者の採用が困難で、やむを得ず当社○○工場（受電電圧

○Ｖ、最大電力○ｋＷ）の電気主任技術者で、電気保安に関し経験の深い○○○○にこれを兼任させ

ることとしたい。 

 

 

【例２ 兼任する事業場の設置者が資本系列関係にある他社の場合】 

当事業場は受電電圧○Ｖ、最大電力○ｋＷで○○を主製品とした製造工場です。このような事業規

模であるため、主任技術者免状を有する者の採用が困難で、やむを得ず関連会社（資本出資○○％、

役員の派遣○○％）である○○株式会社○○工場（受電電圧○Ｖ、最大電力○ｋＷ）の電気主任技術

者で、電気保安に関し経験の深い○○○○にこれを兼任させることとしたい。 

 

 

【例３ 設備管理会社の社員の場合】 

 

当事業場は受電電圧○Ｖ、最大電力○ｋＷのショッピングセンターです。当事業場の電気工作物を

含む設備管理は株式会社○○と総合管理契約を締結しておりますが、電気主任技術者免状を有する者

の配置が困難困難で、やむを得ず当社○○ショッピングセンター（受電電圧○Ｖ、最大電力○ｋＷ）

の電気主任技術者で、電気保安に関し経験の深い○○○○にこれを兼任させることとしたい。 

 

 

【例４ 同一敷地内に設置されている別会社の主任技術者を兼任させる場合】 

 

当事業場は連系電圧○Ｖ、最大出力○ｋＷの太陽電池発電所です。このような設備規模であり、か

つ無人発電所でもあるため、主任技術者免状を有する者の採用が困難で、やむを得ず同一敷地内にあ

る○○株式会社○○工場の（受電電圧○Ｖ、最大電力○○ｋＷ）の電気主任技術者で、電気保安に関

し経験の深い○○○○にこれを兼任させることとしたい。 
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４－２手続き 

自家用電気工作物設置者は、委託先の電気管理技術者が省令等で規定されている要件を満足しているこ

とを確認し申請書を作成して下さい。申請は保安管理業務外部委託契約締結後となります。また、委託契約

の相手方が管理技術者か保安法人かにより添付書類の様式が異なりますので下表を参考にしてください。 

№ 書類名 提出時期 

記載例 

管理 

技術者 

保安 

法人 

１ 保安管理業務外部委託承認申請書 申請毎 共通１ 共通１ 

２ 委託契約の相手方の執務に関する説明書 申請毎 個人１ 法人１ 

３ 委託契約の相手方が委託契約をしている事業

場一覧表 

申請毎 共通２ 共通２ 

４ 委託契約書（写し） 申請毎 共通３ 共通３ 

５ 設備条件確認書 申請毎 

（隔月に１回以上又は３ヶ月に

１回以上の点検頻度の場合の

み。小規模高圧需要設備の場合

は添付不要。） 

共通４ 共通４ 

６ 絶縁監視装置の設置に係る設備調査表 

 

申請毎 

（絶縁監視装置の設置に係る事

業場のみ。） 

共通５ 共通５ 

７ 絶縁監視装置及び警報発生時の応動に関する

説明書 

申請毎 

（絶縁監視装置の設置に係る事

業場のみ。） 

共通６ 共通６ 

８ 委託契約の相手方が要件に該当することを証

する書類 

   

・ 電気主任技術者免状の写し 最初の申請時 － － 

・ 実務経歴証明書 最初の申請時 共通７ 共通７ 

・ 他に職業を有していないことの説明書 最初の申請時 個人２ 法人２ 

・ 機械器具保有状況届出書 

（試験装置貸し出し承諾書等を含む） 

最初の申請時 個人３ 法人３ 

・ 宣誓書の写し 申請毎 個人４ 法人４ 

９
（
法
人
の
み
） 

・ 雇用証明書 最初の申請時  法人５ 

・ 電気保安法人が保安管理業務を遂行する

ための体制（マネジメントシステム）が必

要な要件を満たしていることを証する書

類 

最初の申請時  法人６ 
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４－３記載例 

 

【ＮＯ．１ 保安管理業務外部委託承認申請書（共通１）】 

 

様式第４３（第５３条関係） 

保安管理業務外部委託承認申請書 

  年  月  日 

中国四国産業保安監督部長 殿 

住 所 

氏 名                

印 

電気事業法施行規則第５２条第２項又は第３項の規定により承認を受けたいので申請  

主任技術者を選任 

し な い 事 業 場 

名称及び所在地  
 

電気工作物の概要 

 

委託契約の相手方 

氏名及び生年月日 

（保安法人の場合は名称） 

 

住 所  

主任技術者免状の 

種 類 及 び 番 号 

 

委託契約を締結した年月日 
 

 

最大電力は、契約電力

を記入する。 

発電所、非常用予備発

電設備がある場合に

は、出力及び電圧を記

入する。 

委託契約の相手方

が法人の場合は省

略する。 

法人は代表取締役名等、団体は

理事長名等で申請する。個人の

場合は、氏名だけを記入する。 

印鑑は代表者印等を

押印する。 

設置者の郵便番号、住所

を記入する。 

〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○－○ 

○○○株式会社 

代表取締役  ○○ ○○ 

○○○株式会社 ○○工場 

〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○－○ 

設備容量        最大電力 

受電電圧 

受変電設備容量        発電出力 

連系電圧 

〒○○○－○○○○ 

○○県○○市○○町○－○ 

 

第○種 第○○－○○○○○号 

 

 

 

○年○月○日 

（個人）○○○○ 昭和○年○月○日生 

（法人）○○○○株式会社 
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【ＮＯ．２ 委託契約の相手方の執務に関する説明書（個人１）】 

 

委託契約の相手方の執務に関する説明書 

 

 

 

１． 委託契約の相手方の事務所の所在地 

 

所在地  ○○県○○市○○町○―○ 

 

２． 委託契約の相手方の事務所から当該事業場までの距離、所用時間及び交通機関 

 

距離（道程）  ○○ｋｍ 

到達時間    ○○分 

交通機関    自動車 

 

３． 委託契約の相手方の当該事業場における執務回数 

 

    月    回 以上 

需要設備の設置、改造等の工事期間中にあっては毎週１回以上 

 

４． 連絡責任者の役職名及び氏名 

 

 役職名           氏 名  ○○ ○○ 

 

５． 事故その他緊急時における連絡方法 

 

委託契約の相手方の事務所に電話をもって連絡します。 

 （電話番号 ○○○－○○○－○○○○、携帯 ○○○－○○○○－○○○○） 

 

  

現住所と同じであれば、「現住所

に同じ」と記入する。 

到達時間は、法定速度をもとに

算出する。 

高速道路を利用する場合には、

その旨記入する。 

到達時間は原則２時間以内 

告示に基づく執務回数を記入する。 

連絡責任者は事業場に常駐する

者から選任する。また、役職は、

「代表取締役、工場長、店長」等

を記入する。 

工事期間中の執務回数について

も告示に定められています。 
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【ＮＯ．２ 委託契約の相手方の執務に関する説明書（法人１）】 

委託契約の相手方の執務に関する説明書 

１． 委託契約の相手方の法人名及び業務実施機関名並びに住所 

法 人 名 ○○○株式会社

実施機関 ○○事業所

住 所 ○○県○○市○○町○―○

２． 業務実施機関から当該事業場までの距離、所用時間及び交通機関 

距離（道程） ○○ｋｍ

到達時間   ○○分

交通機関    自動車 

３． 委託契約の相手方の当該事業場における執務回数 

   月    回 

需要設備の設置、改造等の工事期間中にあっては毎週１回以上 

４． 連絡責任者の役職名及び氏名 

 役職名     氏 名 ○○ ○○

５． 事故その他緊急時における連絡方法 

委託契約の相手方の事務所に電話をもって連絡します。 

（電話番号 ○○○－○○○－○○○○、携帯 ○○○－○○○○－○○○○） 

６． 保安業務担当者 

保安業務担当者名 ○○ ○○ 

生年月日 ○○年○○月○○日

電気主任技術者免状の 

種類及び番号 

第○種 第○○－○○○○○号 

事業所、営業所等を記入する。 

到達時間は、法定速度をもとに

算出する。 

高速道路を利用する場合には、

その旨記入する。 

到達時間は原則２時間以内 

告示に基づく執務回数を記入する。 

工事期間中の執務回数について

も告示に定められています。 

連絡責任者は事業場に常駐する

者から選任する。また、役職は、

「代表取締役、工場長、店長」等

を記入する。 
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(5) 相続等により権利義務の承継があった場合。 

(6) 主務官庁が法令に基づく立入検査を受ける場合。 

(7) 電気工作物の工事、維持及び運用に従事する者に対し、保安に関する必要な事項を教育し、又は、演習

訓練を行う場合。 

 

第１０条（甲及び乙の通知義務） 

１ 乙は甲に、乙への連絡方法、その他の必要事項を通知するものとします。 

２ 甲は乙に、電気事故その他の災害の発生状況及び電気の保安に関する組織変更等について通知するものと

します。 

 

第１１条（損害賠償） 

１ 乙の故意または過失により甲に対して損害を与えた場合は、乙は損害賠償の責任を負うものとします。た

だし、乙の責に帰することのできない事由によるときはこの限りではありません。 

 

第１２条（機密の保持） 

１ 乙は、業務上知り得た甲の機密を他に漏らさないものとします。 

 

第１３条（契約期間内の更改） 

１ 甲及び乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、契約期間内でも契約を更改することができるものとし

ます。 

 (1) 設備容量が変更された場合 

 (2) 受電電圧が変更された場合 

 (3) 非常用予備発電装置の発電機定格容量、定格電圧又は原動機の種類が変更された場合 

 (4) 常用発電所の発電機定格容量、定格電圧又は原動機の種類が変更された場合 

 (5) 配電線路の亘長、電源供給器数又は配電線路電圧が変更された場合 

 (6) 甲が保安規程を変更する場合 

 (7) 乙が保安業務受託規程又は保安業務手数料細則等を変更する場合 

 

第１４条（契約の解除等） 

１ 次のいずれかに該当する場合は、相互に契約を解除することができるものとします。 

 (1) 甲又は乙のいずれかが、本契約に基づく義務に違反した場合 

 (2) 甲が手数料の支払いを遅滞した場合 

２ 前項のほか、甲乙いずれかの都合により契約を解除しようとする場合は、１カ月前迄にその旨文書により

通知し、甲乙相互が合意したうえで解除できるものとします。 

３ 契約書第１条に掲げる自家用電気工作物が、次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約は効力を失

うものとします。 

 (1) 廃止された場合 

 (2) 外部委託承認申請の承認を取り消された場合 

 (3) 一般用電気工作物となった場合 

 (4) 受電電圧が7,000ボルトをこえた場合 
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 (5) 発電所の出力が2,000ｋＷ以上（水力発電所、火力発電所、太陽電池発電所及び風力発電所以外の発電所

については1,000ｋＷ以上）となったとき 

 (6) 構外にわたる配電線路の電圧が600ボルトをこえた場合 

 

第１５条（契約期間） 

１ この契約の有効期間は、  年  月  日から  年  月  日までとします。 

  ただし、この保安管理業務の委託契約の期間満了までに、甲乙いずれからも書面による申し出がない場合

は、１年間契約を継続するものとし、以後もこの例によるものとします。 

 

第１６条（契約事項等の解釈） 

１ 契約事項の解釈について疑義を生じた場合、又は契約に定めのない事項については、甲と乙は誠意をもっ

て協議するものとします。 

 

 以上契約の証として、この契約書を２通作成し、甲、乙が各１通を保有するものとします。 

 

  年  月  日 

 

委託者（甲） 

住 所 

氏 名              印 

 

受託者（乙） 

住 所 

氏 名              印 
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５． 自家用電気工作物の変更に係る諸報告 
自家用電気工作物の地位承継、譲り受け、変更、名称変更等に係る諸報告（電気関係事故報告を除

く）に係る報告は、法第５３条（自家用電気工作物使用開始届）、法第５５条の２（事業用電気工作

物設置者地位承継届）、電気関係報告規則に基づく報告があります。ほとんどの報告※は事由の発生

後、遅滞なく(原則として１月以内)報告するようになっております。 

※ばい煙発生施設設置届出書は、設置又は変更の前に予め届出を行う必要があります。

（１）設置者の名称、本社住所、代表者、事業場の名称、事業場の所在地に変更があった場合の手続きは次の

とおりです。（相続、法人の合併又は分割等により自家用電気工作物設置者の地位を承継した場合を除

く。） 

①需要設備のみの事業場 

（提出書類） 

・保安規程変更届出書（保安規程本文の内容に変更がある場合に必要） （１３０ページ）

・自家用電気工作物名称等変更報告書（様式自由、FAXでも提出可）

②ばい煙発生施設等を有する事業場 

（提出書類） 

・保安規程変更届出書（保安規程本文の内容に変更がある場合に必要） （１３０ページ） 

・氏名等変更届出書     （１３６ページ） 

（２）相続、法人の合併又は分割等により自家用電気工作物設置者の地位を承継した場合の手続きは次のとお

りです。 

（提出書類） 

・事業用電気工作物設置者地位承継届出書   （１４０ページ） 

（３）工事計画（規則別表第２）に係る電気工作物を譲り受けて使用する場合の手続きは次のとおりです。(別

表第４に係るものは（４）の手続き等が必要です) 

（提出書類） 

・自家用電気工作物使用開始届出書 （１３９ページ） 

（４）発電所・非常用予備発電装置に関する手続きは以下とおりです。保安規程の変更を伴う場合には、保安

規程変更届出書の提出が必要です。 

①発電所を廃止した場合 

（提出書類） 

・自家用電気工作物廃止報告書 （１３５ページ） 

②発電所の一部の設備を廃止した場合 （例：出力５００ｋＷ×４台→出力５００ｋＷ×３台） 

（提出書類）・自家用電気工作物変更報告書 （１３４ページ） 

③非常用予備発電装置を廃止した場合 

○ばい煙発生施設に該当する場合

（提出書類） 

・特定施設等使用廃止届出書（１３７ページ）
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※非常用発電設備装置のみを廃止した場合 

※非常用予備発電装置を事業場の廃止に合わせ廃止する場合は、自家用電気工作物廃止報告書を 

提出してください。 

○ばい煙発生施設に該当しない場合 

（提出書類） 

・なし 

④常用発電所から非常用予備発電装置へ切替した場合 

○ばい煙発生施設に該当する場合 

全設備切替（常用４台→非常用４台） 

（提出書類） 

・自家用電気工作物廃止報告書（常用） （１３５ページ） 

・ばい煙発生施設設置届出書（非常用） （１３８ページ） 

一部設備切替（常用４台→非常用２台・常用２台） 

（提出書類） 

・自家用電気工作物変更報告書（常用） （１３４ページ） 

・ばい煙発生施設設置届出書（非常用） （１３８ページ） 

※非常用の設備を常用に切替する場合にも手続きが必要になります。 

 

○ばい煙発生施設に該当しない場合 

全設備切替（常用４台→非常用４台） 

（提出書類） 

・自家用電気工作物廃止報告書（常用）（１３５ページ） 

・なし（非常用） 

 

一部設備切替（常用４台→非常用２台・常用２台） 

      （提出書類） 

・自家用電気工作物変更報告書（常用）（１３４ページ） 

・なし（非常用） 

 

⑤Ｂ社がＡ社から譲り受け又は借り受けて使用した場合 

【常用発電所】 

○ばい煙発生施設に該当する場合 

Ａ社：自家用電気工作物廃止報告書   （１３５ページ） 

Ｂ社：ばい煙発生施設設置届出書    （１３８ページ） 

自家用電気工作物使用開始届出書 （１３９ページ） 

 

○ばい煙発生施設に該当しない場合 

Ａ社：自家用電気工作物廃止報告書   （１３５ページ）    

Ｂ社：なし 
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【非常用予備発電装置】 

○ばい煙発生施設に該当する場合

Ａ社：特定施設等使用廃止届書 （１３７ページ） 

Ｂ社：ばい煙発生施設設置届出書 （１３８ページ） 

自家用電気工作物使用開始届出書 （１３９ページ） 

○ばい煙発生施設に該当しない場合

Ａ社： なし

Ｂ社： なし

（５）ポリ塩化ビフェニル（PCB）を含有する絶縁油を使用していることが判明した電気工作物について、以

下の場合に届出をすることが定められています。 

※絶縁油に含まれるポリ塩化ビフェニルの量が試料１ｋｇにつき０．５ｍｇ以下である絶縁油を使

用する電気工作物については報告の対象外です。

１．設置等届出 ※様式第１３の２ （１４１ページ） 
対象機器を、現に設置している、または予備として所有していることが判明した場合、電気事業

者及び自家用電気工作物設置者は、次の事項について、様式第１３の２により所管の産業保安監督

部長に遅滞なく届出を行う。（電気関係報告規則第４条の２第１項の表第１号）

① 設置者の氏名（設置者が法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所

② 事業場の名称及び所在地

③ 当該電気工作物の種類、高濃度、定格、製造者名、型式、製造年月、設置年月

④ 当該電気工作物の使用状態（設置又は予備の別）

２．変更届出 ※様式第１３の３ （１４２ページ） 
電気事業者及び自家用電気工作物設置者は、使用の届出を行ったもののうち、次の事項のいずれ

かに変更があった場合には、変更に係る事項について、様式第１３の３により当該電気工作物を設

置している又は予備として保管している場所を管轄する産業保安監督部長に遅滞なく報告を行う。

（電気関係報告規則第４条の２第１項の表第２号）

① 設置者の氏名（設置者が法人にあっては、その名称）及び住所

② 事業場の名称及び所在地

③ 当該電気工作物の使用状態（設置又は予備の別）

３．廃止届出 ※様式第１３の４ （１４３ページ） 
設置している、または予備として所有している PCB 電気工作物を廃止した（PCB 廃棄物とし

た）場合には、電気事業者及び自家用電気工作物設置者は、次の事項を、様式第１３の４により当

該電気工作物が設置されていたまたは予備として保管されていた場所を管轄する産業保安監督部

長に遅滞なく届出を行う。（電気関係報告規則第４条の２第１項の表第３号、第４条の表中第１７

号の２）

① 設置者の氏名（設置者が法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所
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② 事業場の名称及び所在地

③ 当該電気工作物の種類、高濃度、定格、製造者名、型式、製造年月、設置年月

④ 当該電気工作物の廃止年月、廃止理由及び内容

４．電気工作物の絶縁油漏洩に係る事故届出 ※様式第１３の５（１４５ページ） 
電気事業者及び自家用電気工作物設置者は、電気工作物の破損その他の事故が発生し、絶縁油が

構内以外に排出された、または地下に浸透した場合、次の事項を、当該電気工作物を設置している

又は予備として保管している場所を管轄する産業保安監督部長に可能な限り速やかに様式第３に

より届出を行う。（電気関係報告規則第４条の２第１項の表第４号）

① 当該絶縁油のポリ塩化ビフェニル含有濃度

② 事故の状況及び講じた措置の概要

５．高濃度ポリ塩化ビフェニル含有電気工作物管理状況届出書 ※様式第１３の６ （１４６ページ） 

高濃度ポリ塩化ビフェニル含有電気工作物を現に設置している、又は予備として所有していること

が判明した場合、電気事業者及び自家用電気工作物設置者は、次の事項について、様式第１３の６

により所管の産業保安監督部長に遅滞なく届出を行う。(電気関係報告規則第４条の２第２項) 
① 設置者の氏名(設置者が法人にあっては、その名称及び代表者の氏名)及び住所 
② 事業場の名称及び所在地

③ 電気主任技術者等の氏名及び連絡先

④ 当該電気工作物の種類、定格容量、製造者名、表示記号等、使用状態、製造年月、設置年月、廃止予定

年月

電路への施設禁止

電気設備に関する技術基準を定める省令第１９条第１４項においては、PCB を含有する絶縁油を使

用する電気機械器具を電路に施設しないことを規定しています。

※PCB を含有する絶縁油とは、絶縁油に含まれる PCB の量が試料１ｋｇにつき０．５ｍｇ以下であ

る絶縁油以外のもの(電気設備の技術基準の解釈第３２条)。

制度背景

ポリ塩化ビフェニル(PCB)は、高い毒性を持つことから、昭和４８年に化学物質の審査及び製造等の規制

に関する法律により生産等が原則禁止され、昭和５１年からは電気事業法においても、ポリ塩化ビフェニル

を含有する絶縁油を使用した電気工作物（以下PCB電気工作物）を新規に施設することは禁止されていま

す。

しかし、昭和５１年当時すでに施設されたPCB電気工作物については、適切な管理の下、引き続き使用

することが認められていたため、電路に施設してから相当程度経過した電気工作物の経年劣化による損壊

及びこれに伴うPCB含有絶縁油漏洩の可能性の高まりが懸念されることとなりました。 
そのため、PCB電気工作物の使用状況を適切に把握し、経年劣化による電気工作物の損壊等に伴うPCB

含有絶縁油漏洩などの防止を図るため、電気事業法・電気関係報告規則の一部改正等を行い、 PCB電気工

作物の使用及び廃止に係る届出制度が創設されました(平成１３年１０月１５日施行)。 
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６．電気関係事故の報告 
 電気関係報告規則第３条において、自家用電気工作物設置者が報告すべき電気事故、報告の方法、報

告期限及び報告先を規定しています。(主要電気工作物を構成する設備を定める告示、電気関係報告規

則第３条の運用について(内規)参照) 

(１)自家用電気工作物に係る電気事故は次のとおりです。 

①感電死傷事故又は感電以外の死傷事故 

（死亡又は病院もしくは診療所に治療のために入院した場合に限る。） 

②電気火災事故（工作物にあっては、その半焼以上の場合に限る。） 

③公共の財産に被害を与え、公共施設の使用を不可能にした場合又は社会的に影響を及ぼした事故 

④主要電気工作物の破損事故 

⑤電気事業者に供給支障を発生させた事故（波及事故） 

⑥ダムによって貯留された流水が当該ダムの洪水吐きから異常に放流された事故 

（２）報告の方法と報告期限 

①電気事故速報 （１５０ページ） 

電気事故速報は、事故の発生を知った時から知り得る限りの情報を速やかに報告することが 

必要です。報告内容は、いつ（事故発生の日時）、どこで（事故発生の場所）、なにが（事 

故発生の電気工作物）、なぜ（事故発生の原因）、どうなった（死傷者の発生や損傷状況等 

の概要）という事故の状況を説明するための最小限の情報と、そのためにとった応急処置、 

復旧対策・日時等について、事故の発生を知った時から２４時間以内に電話、ＦＡＸ等によ 

り報告してください。 

②電気事故詳報  （１５１ページ） 

電気事故詳報は、電話、ＦＡＸ等による速報を行った事故について、事故原因の分析、事故の状況、

被害の状況、再発防止対策等に亘って詳しく調査検討し、その結果を定められた様式に従って報告書

をとりまとめ、事故の発生を知った日から３０日以内に報告してください。 

事故原因の調査に時間がかかり、再発防止対策が報告できないような場合には、３０日以内にわかっ

た状況をご報告いただき、その後は続報としていただくこととなります。 
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７．場面別手続き概要 
 
 ① 事業場を新設する場合 
 
（例）工場を建設する、店をオープンする、ビルを建てる、テナントビルに入居するなど 

受電電圧１万V未満

の需要設備、 

出力2000kW未満の

太陽電池発電所、風

力発電所 

主任技術者の選任（８ページ）または外部委託承認申請（２６ページ）  

保安規程届出（２ページ）  

ばい煙発生施設を有する場合は、ばい煙発生施設等に係る工事計画届出（５６ページ）  

受電電圧１万V以上

の需要設備、 

出力2000kW以上の

太陽電池発電所、風

力発電所 

主任技術者の選任（８ページ）  

保安規程届出（２ページ）  

工事計画届出（５６ページ）  

ばい煙発生施設を有する場合は、ばい煙発生施設等に係る工事計画届出（５６ページ） 

 
② 事業場を譲渡、譲受した場合 

 
（例）工場を購入した、店を買った、ビルを買ったなど 

受電電圧１万V未満

の需要設備、 

出力2000kW未満の

太陽電池発電所、風

力発電所 

【譲渡側】  

自家用電気工作物廃止報告（１３５ページ） 

 

【譲受側】  

主任技術者の選任（８ページ）または外部委託承認申請（２６ページ） 

保安規程届出（２ページ）  

 

ばい煙発生施設を有する場合は、ばい煙発生施設設置届出（１３８ページ）及び自家

用電気工作物使用開始届出（１３９ページ）  

受電電圧１万V以上

の需要設備、 

出力2000kW以上の

太陽電池発電所、風

力発電所 

【譲渡側】  

自家用電気工作物廃止報告（１３５ページ）  

 

【譲受側】  

主任技術者の選任（８ページ）  

保安規程届出（２ページ）  

自家用電気工作物使用開始届出（１３９ページ）  

ばい煙発生施設を有する場合は、ばい煙発生施設設置届出（１３８ページ）  
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③ 主任技術者を選任（兼任・許可）から外部委託に変更した場合

主任技術者の解任（１３１ページ）  

外部委託承認申請（２６ページ） 

保安規程変更届出（保安規程届出書でも可）（２ページ） 

④ 設置者法人の社名、所在地、代表者、事業場名、事業場所在地を変更した場合

保安規程変更届出（保安規程本文に変更がなければ不要）（２ページ）  

ばい煙発生施設等を有する場合は氏名等変更届出（１３６ページ） 

ばい煙発生施設等がない場合は名称等変更報告  

⑤ 責任分界点、保安組織、使用区域を変更した場合

保安規程変更届出（２ページ） 

⑥ 設置者について相続、合併又は分割があった場合

保安規程変更届出（保安規程本文に変更がなければ不要）（２ページ）  

事業用電気工作物設置者地位承継届出（１４０ページ） 

⑦ 事業場を廃止した場合

（例）工場を閉鎖した、店を閉めた、ビルを売却し電力会社との契約を解除したなど 

自家用電気工作物廃止報告（１３５ページ） 

⑧ 発電所を廃止した場合

自家用電気工作物廃止報告（１３５ページ） 

⑨ 発電設備の一部を廃止した場合

自家用電気工作物出力（又は電圧）変更報告書（１３４ページ）  

⑩ 需要設備のうち非常用予備発電装置（ばい煙発生施設）のみを廃止した場合

特定施設等使用廃止届出（１３７ページ） 

-82-



 

８．関係運用内規等 
 

本冊子の中で引用している自家用電気工作物に係る告示、内規、解釈は以下のとおりですので、申請

や保安管理業務の参考として下さい。 

また、これらは運用や解釈の変更が行われる場合がありますので、当支部ホームページ等で定期的に

変更されていないかご確認ください。 

 

 

・主任技術者制度の解釈及び運用（内規）（８４ページ） 

 

・主任技術者制度の解釈及び運用（内規）（平成25年9月27日付け20130920商局第1号）４．（４）③イ

括弧書きにおける停電点検の延伸に係る要件の明確化について（９６ページ） 

 

・平成十五年経済産業省告示第二百四十九号（電気事業法施行規則第五十二条の二第一号ロの要件等に関す

る告示）（９８ページ） 

 

・電気主任技術者制度に関するＱ＆Ａ（１０２ページ） 

 

・移動用電気工作物の取扱いについて（１１６ページ） 

 

・ポリ塩化ビフェニルを含有する絶縁油を使用する電気工作物等の使用及び廃止の状況の把握並びに適正

な管理に関する標準実施要領（内規）（１１８ページ） 

 

 

○以下経済産業省のホームページにて掲載しておりますので適宜ご確認ください。 

 

・使用前自主検査及び使用前自己確認の方法の解釈 

 

・使用前・定期安全管理審査実施要領（内規） 

 

・公害防止関係資料の様式例について 
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９．様式集 

 

・保安規程届出書 

・保安規程変更届出書 

・主任技術者選任又は解任届出書 

・主任技術者選任許可申請書 

・主任技術者兼任承認申請書 

・保安管理業務外部委託承認申請書 

・工事計画届出書 

・使用前安全管理審査申請書 

・使用前自己確認結果届出書 

・自家用電気工作物変更報告書 

・自家用電気工作物廃止報告書 

・氏名等変更届出書 

・自家用電気工作物名称等変更報告書 

・特定施設等使用廃止届出書 

・ばい煙発生施設設置届出書 

・自家用電気工作物使用開始届出書 

・事業用電気工作物設置者地位承継届出書 

・ポリ塩化ビフェニル含有電気工作物設置等届出書 

・ポリ塩化ビフェニル含有電気工作物変更届出書 

・ポリ塩化ビフェニル含有電気工作物廃止届出書 

・ポリ塩化ビフェニル含有電気工作物の絶縁油漏洩に係る事故届出書 

・高濃度ポリ塩化ビフェニル含有電気工作物管理状況届出書 

・高濃度ポリ塩化ビフェニル含有電気工作物管理状況変更届出書 

・電気関係事故報告（速報） 

・電気関係事故報告（詳報）  
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